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 企業の統合的な社会的責任の概念的枠組 
A Conceptual Framework of Integrative Corporate Social 
Responsibility 
 
東洋大学経営力創成研究センター 研究員 柿崎洋一 
 
要旨 
 本稿は、企業の社会的責任の新しいパラダイムに関する議論を推進し、企業価
値の創出と同じく、企業の社会的責任に関する理論的な枠組の形成に貢献するこ
とをめざしたものである。企業は、社会的ニーズ、自然環境保全と企業価値の創
出との間の矛盾に対処するためのさまざまな戦略を開発している。企業は、企業
戦略と業務活動に社会的責任のアプローチをいかに統合するかについての発展的
な継続体とみなすことができる。発展的な継続体としての企業については、一方
の端に自然環境や社会的責任を認識しない企業があり、もう一方の端には、経済
的、社会的そして生態的なレベルにおいて大きな影響を与えているとして企業戦
略に反映させている企業がある。ほとんどの企業は、両端の間に位置している。
本稿の目的は、企業の社会的責任を事業プロセスに統合するための枠組みを提示
することである。 
 
キーワード（Keywords）: CSR(corporate social responsibility）、エコ・イノべ
ーション（eco-innovation）、ソーシャル・イノベーシ
ョン（social innovation）、価値創出(value creation) 
 
Abstract  
This paper seeks to enrich the discussion on the new paradigm of social 
responsibility and contribute to the theoretical framework on corporate social 
responsibility as well as business value creation.  
Corporations have developed a variety of strategies for dealing with this 
trade-off between social needs, the natural environment, and business value 
creation. Corporations can be considered on developmental continuum with 
respect to how well integrating social responsibility approaches into both 
corporate strategies and daily operations. At one end of the continuum are 
corporations that do not acknowledge any responsibility to society and the 
natural environment. And on the other end of continuum are those 
corporations that view their corporate strategies as having a significant 
impact on society at the economic, social, and ecological levels. Most 
corporations can be placed somewhere in between. The purpose of this paper 
is to present a framework that can be used to integrate corporate social 
responsibility into business process. 
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 はじめに  
 企業の社会的責任(CSR: corporate social responsibility)は、「将来の世代の欲求
を損なうことなく、現在の世代の欲求も満足させる発展(WCED,1987)」という「持
続可能な発展(sustainable development)」へ向けた取り組みの中で、企業活動の
一部分と理解する段階から、あらゆる活動に統合される段階へと展開している
(Schidmdpeter, 2013)。ここでは、企業の社会的責任に関する認識と経営的な取
り組みをイノベーションの視点(経済産業省, 2014a、Bundesumweltministerium, 
2009)から再構成する。 
 
1.企業の社会的責任の認識進歩 
 持続可能な発展を目指す経済社会では、企業も社会や地球環境に対する配慮を
自らのあらゆる意思決定や活動に組み込むことが求められる。 
企業の社会的責任については、図表-1 のように環境的次元(the environmental 
dimension)、社会的次元(the social dimension) 、経済的次元(the economical 
dimension)、ステークホルダーの次元(the stakeholder dimension)、ボランティ
アの次元(the voluntariness dimension)があるとされる(Dahlsrud, 2008, p4)。 
図表-1  社会的責任の 5つの次元 
 
次元 関連した問題 事例 
環境的次元 自然環境 クリーンな環境 
環境への責務 
事業活動における環境への配慮 
社会的次元 企業と社会の関係 より良い社会への貢献 
事業活動における社会的関係の統合 
地域社会へのあらゆる影響を考慮 
経済的次元 事業活動の視点から記述された
CSR を含む社会経済的ないし
財務的な局面 
経済発展に貢献 
収益性の維持 
事業活動 
ステークホルダーの
次元 
ステークホルダー(利害関係者)
ないしステークホルダ ・ーグルー
プ 
ステークホルダーとの相互作用 
組織が従業員、サプライヤー、顧客、 
地域社会と対話する方法 
ボランティアの次元 法律によって規定されない活動 倫理的な価値に基づく法的義務以外
の自主的な取り組み 
 
(出所)  Dahlsrrud, 2006, p.4. 
 
 
しかし、環境的、社会的そして経済的な次元は、企業の経営活動で考慮すべき
機能の問題と考えられる。これに対して、ステークホルダーの次元は、活動主体
の次元であり、またボランティアの次元は強制的か自発的かという意志の次元と
考えられる。ここでは、環境的、社会的そして経済的な次元といった機能の問題
を基本として、ステークホルダーの次元とボランティアの次元は関連的な問題と
して理解する。社会的責任は、「組織に焦点を合わせたもので、社会及び環境に対
する組織の責任に関するものである。社会的責任は、持続可能な発展と密接に結
びついている。持続可能な発展は、すべての人々に共通の経済、社会及び環境に
関する目標であるから、責任ある行動を取ろうとする組織を考慮に入れる必要の
ある(日本工業標準調査会審議,2012, p.15)」と説かれるのである。 
そして、企業の社会的責任の基本的な枠組は、図表-2 のように構成されること
になる。 
 
図表-2 経済的、環境的、社会(地域社会)的な発展の相互作用 
 
(出所)  Bell, S. & Morse, S. , 2003, p.4. 
 
ただし、企業の社会的責任に関する項目は、GRI(Global Reporting Initiative)、
ISO26000 やUNGC(The United Nations Global Compact)などにもばらつきが
ある。ISO26000 では地球環境問題を含め広く社会的な次元、さらに GRI では経
済的な次元を加えたガイドラインとなっている。ここでは、企業の社会的責任を
「持続可能な発展」という視点から、環境的次元、社会的次元そして経済的次元
を総合した社会的責任の考えを採用する。これにより企業の社会的責任に関する
狭隘で個別的、事業無関連と位置づける認識を進展させることができるからであ
る。 
今日の企業活動は、地球環境問題、社会問題と隔離した状況では十分な経済的
な成果を達成することができない。むしろ、企業の社会的責任は、経済問題、環
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 境問題、そして社会問題を包括的に理解することで新たな企業活動へと導くこと
になる。このような企業の社会的責任は、「持続可能な発展」に貢献する企業活動
に意義を与えるものである。確かに、「持続可能な発展」は、具体的な企業活動と
の間に、隔たりがあり、企業活動の原理として十分に機能しないとの指摘もみら
れる(Porter & Kramer, 2006, p.82)。 
しかし、地球環境問題へのこれまでの取り組みにみられるように、環境効率を
目指したエコ・イノベーション(eco-innovation)だけでは十分な効果を達成できず、
新たな環境問題や社会問題を生み出していることも看過されてはならない。 
 
2.社会的責任の経営的位置づけ  
企業における社会的責任の経営的な位置づけは、その重要性が認識されている
ものの財団の設立、寄付そして社会活動への従業員の参加といったボランティア
的な位置づけから始まった。また、同時に当初から社会の一員として個人と同じ
く法的な規制を順守すること、つまりコンプライアンス(compliance 法令順守)
も企業の社会的責任として重要な責任であり、今日でも変わることはない。しか
し、企業は営利的な生産組織であり、その生産活動により人間社会の生活に必要
な財貨やサービスを提供するという責任も企業の社会的責任の基本的部分をなす
ことも明らかである。この意味では、企業の経営は、経済的な利潤を目的とする
生産活動を核として、その他の社会的責任を補足的な部分として位置づける傾向
にあったと考える。 
今日、企業の社会的責任における認識は、地球環境問題や社会的問題を中心に
進展し、より広域で多様な性格を持つようになってきた。さらに、地球環境問題
や社会問題への国際的な取り組みは、企業活動の国際化もあって、企業活動への
影響を強める段階に至っている。この段階に至って、企業経営における社会的責
任の位置づけも、図表-3 のように変化している。そこでは、次の 4 つの形態に分
けられるとされる(Koep & O’Driscoll, 2014, p.4)。 (1)持続可能性/CSR の思考と
行動が認識されているが、しかし企業活動以外の関連ないものと位置づけられて
いる。(2)持続可能性/CSR の思考と行動が限定的に受容され、企業活動の一部と
位置づけられている。(3)持続可能性/CSR の思考と行動が企業活動の中核的な問
題となっている。(4)持続可能性/CSR の思考と行動が企業経営のすべての側面に
統合されている。もとより、非常に簡素化した図表-3 ではあるが、これらは時系
列的に考えるよりも、同時にそれぞれのモデルが存在していると考えるのが現実
的である。このように企業の社会的責任の経営的位置づけは、無関係な位置づけ
から企業活動の一部として、また核として、さらにすべての側面に統合される形
態が示されている。この点に関しては、競争優位の CSR 戦略という構想が企業
の社会的責任の経営的位置づけを端的に示している。さらに、「現在支配的な
CSR の考え方は、あまりに部分的であり、事業や戦略とも無関係で、企業が社会
に資するチャンスを限定している。むしろ、事業上の判断を下すのと同じフレー
ムワークに基づいて、その社会的責任を果たすというように考えれば、CSR はコ
 
ストでも制約でも、また慈善行為でもなく、ビジネスチャンスやイノベーション、
そして競争優位につながる有意義な事業活動であることがわかるであろう
(Porter & Kramer, 2006, p.80)」。いうまでもなく、企業の社会的責任は、今や企
業活動の枠組の中に統合され、新たな事業機会やイノベーションを生み出すもの
として期待されている。 
 
図表-3 企業の社会的責任の採用モデル 
 
 
(出所) Koep & O’Driscoll, 2014, p.4 
 
 企業の社会的責任は、組織に焦点を合わせたもので、社会及び環境に対する組
織の責任に関するものである。企業は「持続可能な発展」を目標としているので
なく、その内実としての企業の社会的責任を目指していると理解できる。企業は
基本的に営利的な生産組織として社会的な役割を付与されているからでもある。
企業は目標達成の手段である生産という社会的役割に関して社会及び環境に対す
る組織の責任を組み込むことになると考えられる。このことは、次の図表-4のよ
うなマクロとミクロの違いが明らかにしていると考えられる。「持続可能な発展」
というすべての人々に共通の経済、社会及び環境に関する目標は、マクロレベル
の性格を持つものである。 
これに対して、このような「持続可能な発展」に組織として貢献するという意
味で、企業(ミクロレベル)は持続可能な企業価値を経済的な領域、社会的な領域
そして環境的な領域からなる企業の社会的責任の実行によって特徴づけられると
考える。ここに、「持続可能な発展」と企業の社会的責任は、マクロとミクロとい
うレベルの違いによって「持続可能性」の認識が異なると考える。同時に、この
ような「持続可能な発展」と企業の社会的責任の関係に関する認識進歩が、企業
の社会的責任の新たな経営的位置づけに影響を及ぼしているともいえる。 
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 図表-4 マクロとミクロのレベルにおける持続可能性 
 
 
   (出所) Schäfer , Beer , Zenker & Fernandes , 2006, p.11. 
 
もとより、「いかなる企業であれ、すべての社会問題を解決したり、そのコスト
をすべて引き受けたりはできない。それゆえ、自社事業との関連性が高い社会問
題だけを選択せざるを得ない。そのほかの社会問題は、体制が整っている他産業、
NGO、政府機関に任せることになる(Porter & Kramer, 2006, p.84 )」。 
しかし、企業の社会的責任に関する経営的な位置づけは、部分的な位置づけか
ら戦略的そして全社的な位置づけに変化し、同時に受動的な性格からすべての領
域における経営資源の適切な配置、将来に向けたイノベーションの在り方につな
がる積極的なビジネス機会として理解されるようになってきたと考えられる。 
  
3. 社会的責任とイノベーションの関係性 
 企業の社会的責任は、企業活動に対する規制対応や付随的な対応という受動的
な取り組みから戦略的な対応へと深化を遂げている。そして、今や企業の社会的
責任では、ビジネスチャンスとして理解するとともに、問題解決へのイノベーシ
ョンに取り組む段階へと進んでいる。 
3.1 地球環境問題とイノベーション 
企業の環境経営は、図表-5 のような展開が一般的である。まず、第 1 のタイプ
は、政府の規制や関係者の要望等を受け、受動的な形で環境保全に関する取り組
みを行うものである(規制対応型)。ついで、第 2 のタイプは、環境対策を事業活
動のリスク対応として認識し、事業者内部の環境管理体制の整備を行い、予防的
な取り組みを行うものである(予防的対応型)。そして、第 3 のタイプは、環境保
全を事業者の経営戦略またはビジネスチャンスとして捉え、エコビジネスを展開
 
し、より環境の負荷の少ない製品の製造の展開を図っていくものである(機会追求
型)。さらに、第 4 のタイプは、環境保全は企業の社会的責任であり、持続可能な
企業経営のために必要不可欠なことであると捉え、事業活動全体における環境負
荷の削減を図っていくものである。 
 
図表-5 環境経営の取り組み姿勢による類型化 
 
 
 
(出所) 環境庁(環境省)編 2000;135 を修正 
 
また、事業活動の持続可能性の観点から他の主体との連携を図り、生産する製
品の転換、業態の変換等を行う場合もある(持続発展型)。事業活動の持続可能性
の観点から他の環境責任主体(国、自治体、国民)との連携を図り、問題解決の相
乗効果を高めることが求められている(環境庁編, 2000, p.223)。ただし、これら 4
つのタイプは、段階的というよりは、同時に行われているとされている。 
さらに、2011 年になって、UNEP(United Nations Environment Programme )
が「グリーン経済(Green Economy, 2011.11)」を宣言し、OECD(Organisation for 
Economic Co-operation and Development)が「グリーン成長（Green Growth, 
2011.5）」を掲げて、企業社会も持続可能な開発を目指す時代へと進むことにより、
エコ・イノベーションを核とする地球環境問題への革新的な取り組みが登場する
ことになる。環境経営は、製品・サービスのエコ・イノベーションへと展開して
いる。しかし同時に、エコ・イノベーションは、新たに派生的な地球環境問題(生
物多様性問題など)や社会問題(食料危機、貧困、人権、不正な取引慣行などの問
題)を生じさせていることも看過されてはならない。このような変化は、地球環境
問題への政府や企業の対応の変化としてあらわれている。たとえば、「今後、環境・
経済・社会の各課題が多様化し、また複雑化することが想定される。それらに影
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 し、より環境の負荷の少ない製品の製造の展開を図っていくものである(機会追求
型)。さらに、第 4 のタイプは、環境保全は企業の社会的責任であり、持続可能な
企業経営のために必要不可欠なことであると捉え、事業活動全体における環境負
荷の削減を図っていくものである。 
 
図表-5 環境経営の取り組み姿勢による類型化 
 
 
 
(出所) 環境庁(環境省)編 2000;135 を修正 
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 響を受ける事業者においても同様に、事業活動に関わる環境的側面と経済・社会
的側面は、ますます密接不可分の関係にあり、それゆえ各側面の影響や活動には、
明確に区分できない部分がある(環境省編,2012b, p.2)」と指摘されている。 
さらに、日本企業における環境報告書から社会的責任報告書、サステナビリテ
ィ報告書への展開は、環境経営の原理が経済的、社会的な次元との緊密な関係に
おいて理解されるようになったことを意味している。このように地球環境問題を
経済的、社会的の次元との統合的な関係で理解することは、環境問題への対応が
新たな問題を生むといったエコ・リバウンドの回避にも役立つのである。新しい
環境経営は、単体の組織体を超えて、さらに産業の枠を超えて自然界や社会とい
う広い視点から、エコ・リバウンド問題を捉え、適切な生産活動を行うことが強
く求められている。これが、エコ・イノベーションの新たな展開であり、企業と
いう組織を超えて、さまざまなステークホルダーとの関係、さらに社会や自然界
といったより地球全体思考に基づく関係を築き上げていく環境経営の今日的な役
割であると考える。まさに、エコ・イノベーションを中核とする企業の環境経営
は、地球の生態系を生存基盤とし、「持続可能な発展」に貢献する大きな推進力と
して理解されるのである。 
 
3.2 社会問題とイノベーション   
企業の社会的責任に関しては、地球環境問題とともに、社会問題への企業のか
かわりが問われている。企業は経済組織体であり、会社という法律上の人格を持
つもので、自然人とは異なる。しかし、市民と同様に法律を順守しなければなら
ない。さらに、市民と同様に、社会活動にも参加することもある。とりわけ、地
域社会との関係では、地域社会の発展に貢献することも求められる。このような
社会的な性格を自覚して、企業は寄付、慈善事業などを通じて社会貢献をしてき
たし、社会的責任としても理解してきた。しかし、今日の企業をめぐる社会の変
化は、地球環境問題にとどまらず、社会的な問題の解決へのより積極的なかかわ
りを求められるようになってきた。企業活動が国際化するにしたがって、国際的
な対応が求められる貧困、人権、教育そして健康・福祉など多様で複雑な社会的
な問題解決への取り組みが企業の評価(ISO26000、GRI、UNGC など)に組み入
れられるようになった。 
企業の社会的責任に関する議論は、理論的にも実践的にも、コスト/リスクの最
小化という視点から機会の最適化という視点へと展開している。図表-6 に示され
ているように、積極的に社会的な課題に取り組み製品とサービスのイノベーショ
ンを推進する企業のソーシャル・イノベーション(social innovation)が関心を集め
ている(Schidmpeter, 2013, Osburg,・Schmidpeter. 2013)。 
 
図表-6 CSR の発展と社会・経済的マネジメント思考の段階 
 
   
(出所) Schmidpeter, 2013, p179. Osburg & Schmidpeter, 2013, p.320 を修正 
 
このような企業におけるソーシャル・イノベーションの展開は、企業活動の実
践に反映されている。図表-7 は Intel の企業事例であるが、企業の社会的インパ
クトと企業価値の 2 つの軸で企業の社会的責任を位置づけるとともに、ソーシャ
ル・イノベーションを社会変革への貢献と市場の創出という視点から評価し、展
開するとしている。とくに、リスク軽減と良き市民を特徴とする CSR1.0、事業
シナジーと戦略的な CSR を特徴とする CSR2.0、そして市場の創出と社会変革の
促進を特徴とする CSR3.0 という段階的な企業の社会的責任の展開は、図表-6 の
展開に沿ったものと考えられる。さらに、CSR3.0 を実現するための方策として
「問題解決に向けた異なるセクターの協働 (issues focused, cross sector 
collaboration)」と「ソーシャル・イノベーションのエコシステム(social innovation 
ecosystem)」を掲げている点は、企業の社会的責任が直面する課題をよく示して
いるといえる(1)。このように企業の社会的責任に対して先進的に取り組む企業で
は、企業の社会的責任に関する明確な概念的な枠組みを構築し、適切な対応を目
指している。同時、エコ・イノベーションやソーシャル・イノベーションの企業
における意思決定、企業戦略そして業務活動への統合が企業価値を高めるうえで
も重要な経営課題となっていることを示している。こうした取り組みは、
Phillips(Phillips, 2011)などでもみられ、今後も広がりをみせると考えられる。 
企業のソーシャル・イノベーションを展開するためには、企業は外部の異なる
セクターとの協働や推進するためのエコシステムが問題となる。ここに、企業に
おける経営の対外活動と主体的な経営が求められることになる。なお、ソーシャ
ル・イノベーションについては、一般的に、NGO、NPO、政府そして自治体な
との幅広い組織が主体となって展開されてあり、企業におけるソーシャル・イノ
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 ベーションをとくにコーポレート・ソーシャル・イノベーション(corporate social 
innovation)と呼ぶことがある。 
 
図表-7  CSR1.0 からCSR3.0 へ 
 
 
(出所) Intel ,2014, p.9. 
 
 
4.企業の革新的な社会的責任  
さて、今日の企業では、環境経営の展開と社会的な課題への取り組みがいずれ
も持続可能な発展に貢献する企業の社会的責任を目指す形で展開されている。さ
らに、エコ・イノベーションもソーシャル・イノベーションもいずれも企業が持
続可能な発展に貢献するための重要な要因となっている。このことは、持続可能
な発展を基盤とする企業の社会的責任の特徴がイノベーションにあることを物語
っているといえる。そして、統合的な企業の社会的責任は、経済的な効果と効率
を追求するビジネス・イノベーションにエコ・イノベーションとソーシャル・イ
ノベーションを統合した革新的な企業の社会的責任であるともいえる。まさに、
この革新的な企業の社会的責任は、経営戦略の核とする社会的責任をさらにイノ
ベーションに基づく社会的責任へと展開する段階と考える。そして、企業の社会
的責任に関しては、図表-8 のような経済的展望、環境的展望そして社会的展望と
いう 3 つの展望が示されている。いずれの展望にも、経済的、社会的そして環境
的な展望が重なり合っているが、それぞれの基礎となる次元によって特徴づけら
れている。 
 
図表-8 持続可能性の 3 つの展望 
 
 
 
(出所) Hassain & Singh, 2013, p.118. 
 
 これらの展望は、持続可能な発展に向けた展望であり、これまでの機能や事業
という思考に基づいて企業活動を理解するのではなく、経済的、環境的そして社
会的展望に基づく企業活動である。各展望をイノベーションに関係づけると、ビ
ジネス・イノベーションは、経済的な展望に基づいて生産プロセス、製品サービ
スそして組織に関するイノベーションを展開することになる。これに対して、エ
コ・イノベーションは、地球環境への負荷の低減(環境効率)を目指して、環境的
展望に基づいて環境保全プロセス、環境適合設計そして資源・エネルギー効率に
関するイノベーションを展開することになる。そして、ソーシャル・イノベーシ
ョンは、社会問題(貧困、人権など)の解決に関するイノベーションを展開する。
これらは、いずれも持続可能な発展に貢献するイノベーションであるが、いずれ
も経済的、環境的そして社会的な次元の重層的な関係において理解される。 
企業は、イノベーションが経済的な展望に基づくだけでなく、地球環境問題や
社会問題の解決につながることを理解しなければならない。また、地球環境問題
や社会問題の解決に向けた企業のイノベーションが新たなビジネスチャンスを生
み出すことも理解しなければならない。したがって、企業は、国家、自治体、NPO、
国民などの多様な活動主体との連携を基本にしながら、企業の社会的責任を具現
化することになる。そして、今後、企業の社会的責任は、経済的、環境的そして
社会的な次元を重層的に統合したものとして理解されるとともに、ビジネス・イ
ノベーション、エコ・イノベーションそしてソーシャル・イノベーションの企業
における境界はますます不明瞭になると考えられる。このような企業の社会的責
任を革新的な社会的責任(innovative CSR)と理解したいのである。 
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 5.革新的な社会的責任と経営原理 
企業活動における企業の社会的責任の組み入れは、開放的な組織観によっての
み理解されるものであり、マネジメントが内部管理的な性格から、対外活動を含
む全体的で、総合的な性格へ進んでいる。企業の内と外の両者を経営活動が一体
化するとき、環境経営の今日的な特徴が明らかにされる。 
また、組織体の社会的責任についても、国際的な取り組みが進展しており、そ
の内容も人権、労働・雇用の公正などの国際的な課題が重視され、従来の企業の
社会的責任のように利害関係者別の取り組みが主な内容をなしていたのとは異な
る様相をみせている。 
そして、企業の革新的な社会的責任に関する枠組は、図表-9 に示される。ここ
では、統合的な企業の社会的責任に基づくイノベーションによって企業価値を高
めている企業を革新的な企業の社会的責任のリーダーとして、またエコ・イノベ
ーションの可能性を持つ企業をエコ・ベンチャー企業、ソーシャル・イノベーシ
ョンの可能性をもつ企業を社会起業家、ソーシャル・ベンチャー企業として、こ
れにビジネス・イノベーションの可能性を持つベンチャー企業を加えて革新的な
企業の社会的責任のパイオニアと位置づける。統合的な企業の社会的責任から革
新的な企業の社会的責任への展開は、Intel や Phillips の企業事例にみられるよ
うに、エコ・ベンチャー企業、社会起業家・ソーシャル・ベンチャー企業、ベン
チャー企業、さらに NGO、NPO、政府、地方自治体、市民を加えて、個別的な
関係構築ではなく、関係そのものが意義のあるネットワークを企業の経営者が作
り上げて、実践することが不可欠になる。このような経営者の行動原理は、革新
的な企業の社会的責任を機能させ、企業価値の実現を図ることである。 
 
図表-9 企業の統合的な社会的責任の概念的枠組み 
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企業家活動と「中進国の罠」 
－タイにおけるハイテク新規創業企業の挫折－ 
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－the Failure of High-tech Startup in Thailand－ 
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要旨 
GEM は、各国の新規創業の現状、これを担う企業家の具体像、及び企業家活
動と経済発展の相関性を示す時系列データの提供など、企業家研究において貴重
な役割を演じてきた。だが、2014 年レポートにおいて、EFCs をマクロ政策とは
区分された創業エコシステムと再定義した上で、TEA を含む企業家活動を分析・
評価するという調査フレームワークに改変されたのである。この改変は、マクロ
政策、メゾ組織、ミクロ活動という三層の分析視角に立つ筆者に近似した方法論
の提示として、評価したい。だが、この改変された調査フレームワークも、企業
家活動と経済発展の相関性の究明にとって、十分とはいえない。本稿は、タイに
おいて、IC 後工程の成功から前工程に参入するという高いビジョンと優れた戦略
を持ちながら頓挫した企業家活動のケース分析を通じ、改変された GEM フレー
ムワークの問題点とタイにおけるマクロ政策の課題解明を目的とする。 
 
キーワード（Keywords）：GEM（Global Entrepreneurship Monitor）、創業エ
コシステム（Entrepreneurship Eco-system）、TEA
（Total Early-stage Entrepreneurial Activity）前固
定と後工程（IC front-end process and assembly & 
testing process）、Alphatec 社（Alphatec Electronics 
Public Company Limited） 
 
Abstract 
GEM has played a valuable role in entrepreneurial research through 
providing chronological data showing the interdependence between 
entrepreneurial activities and economic development, in addition to the 
current scenario of new venture creation and its entrepreneurs’ profiles in 
each country. In the 2014 Report, however, the GEM framework was modified 
to analyze and evaluate entrepreneurial activities including TEA based on 
redefining EFCs to become the Entrepreneurship Eco-system. This 
modification should be appreciated for the author to present a similar 
research framework that proposes a three-layer analytical method with macro 
policies, meso-organization, and micro-entrepreneurial activities. Even so, 
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